A Theoretical Analysis on Labor Supply under the Long Term Care Insurance by 本山 卓実

















Keywords: 介護保険制度 , 労働と余暇の選択 , 世代重複モデル .
JEL Classification Numbers: E13, H55, I13, J22
1　イントロダクション




的にドイツが LTCIを導入し，日本では 2000 年に介護保険法施行に伴い介護
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に加入となり（第 2号被保険者），被保険者は満 65 歳に達する間まで自身の所




要支援１～ 2及び要介護１～ 5の水準に応じて「現物給付（benefit in kind）」
の形でその財源を用いて，介護サービスの提供を受ける 2。しかし現実的には介
護認定を受ける被保険者はほとんどが第 1 号被保険者であり，例えば 2019 年
度では介護認定者の 96.5%は 65 歳以上となっている。介護保険を取り巻く現
状として，LTCI 導入当時と比較して介護認定者数とその保障にかかる費用が
趨勢的に増加しており，厚生労働省の「介護保険事業状況報告」のデータによ
れば，2001 年 3 月で約 256 万人であった介護認定者数は 2020 年 3 月には 667


















あることを示した。Sugawara and Nakamura (2014)は日本のデータを用い
て 2000 年の LTCI導入によって少なくとも 2010 年までは女性の労働参加に



















2 期間の世代重複モデル（以下 OLG モデル）の枠組みを用いて，LTCIがな
ければ若年期は一定の時間を介護に充てる必要がある一方で LTCIがあればそ
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介護と介護保険を明示的に組み込んだ経済成長モデルは Tabata (2005) を嚆






























若年期と老年期の 2 期間 OLGモデルを考え， 期に生まれた世代を 世代
と呼ぶ。 世代は若年期に 1 単位の時間を与えられ，介護保険 (LTCI) がな
い場合　　　　 の時間を　　 期生まれの老年世代の介護に充てる必要があ
り，残った時間　　 を労働  か余暇　　　　 へ振り分ける 4。LTCI がある場
合，若年世代は賃金率を　 とすればその財源として所得税　　  支払う必要が













若年期と老年期の 2期間OLGモデルを考 、t 生まれた世代を t世代と呼ぶ。
t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
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ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
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の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は
若年期に 2本の予算制約式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4ここで、老年世代になると ず介護を受ける必要があると仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
は与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
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代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5x ゼロではなく q ∈ [0, 1)と るような qに対して LTCI導入 より介護負担が qxに減少する
という仮定で 議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要が り、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞ 表す。また、代替弾力性の
パラメータ θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1) なるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。










若年 と老年期の 2期間OLGモデルを考え、t期に生まれた世代を t世代と呼ぶ。
t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分け 4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この






(1 lt − x)1−θ − 1
+ β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若 と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は
若年期に 2本の予算 式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4ここで 老年 になると必ず介護を受け 必要があ と仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護 必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
は与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文 モデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ
1 − θ β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = R 1 で与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は
若年期に 2本の予算制約式を制約 、通時効用関数 最大にするように貯蓄 stと
4ここで、老年世代になると必ず介護を受け 必要があると仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かど かが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qx 減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文 モデルは q = 0のケースである










若年期と老年期の 2期間OLGモデルを考え、t期に生まれた世代を t と呼ぶ。
t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護に かる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 lt − x)1−θ −
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそ ぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメ ター θの値は ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年 の予算制約式はそ ぞれ (1 − τt)w lt = cyt + stと ot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)と るよう qに対して LTCI導 より介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0 ケースである。
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CRRA型効用関数を採用する。この時， 世代の通時効用関数　　　　　　 は
以下のようになる：





 　　　　　　で与えられる。ここで  は貯蓄水準を表し，　    は粗利子率をそ
れぞれ表す 7。 世代は若年期に 2本の予算制約式を制約に，通時効用関数を最





であることが分かる。労働供給  に関する 1階の条件式と (1) 式より，家計の
最適な労働供給量は
(2)
(2)式より，　　　　 の範囲で可処分所得　　　　  が増加すれば労働供給量
も増加することが分かる。










t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は




5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。










若年期と老年期の 2期間OLGモデルを考え、t期に生まれ 世代を t世代と呼ぶ。
t世代は若年期 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与え い。本文 モデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
こ で cyt (cot+1) t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCI ある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ β
co1 θt+1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0 余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得 と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は




5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1 の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期） 消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そし β ∈ (0, 1] 割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率 それぞれ表す7。 t世代は
若年期に 2本の予算制約式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4ここで、老年世代になると必ず介護を受ける必要があると仮定す 。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
は与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがあ 場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (co+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θ 値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定 も議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にか る時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
こ で cyt ( ot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメータ θの値は θ ∈ (0, 1] あると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)w lt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。こ で st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は
若年期 2本の予算制約式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4こ で、老年世代になると必ず介護を受ける必要があると仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
は与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味して る。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合 若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
( lt − x)1−θ − 1
− θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + st cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老 ）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また 代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式は れぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1st 与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代
若年期に 2本の予算制約式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4ここで、老年世代になると必ず介護を受ける必要があると仮定する。ただし Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大き 影響
は与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少す
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCI る場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0 なる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt x)1−θ − 1




ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定 る6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果 所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5x ゼロではなく q ∈ [0, 1) なるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。










若年期と老年期の 2 間OLGモデルを考え、t期に生まれた世代を t世代と呼ぶ。
t世代は若年期に 1単位の時間を与 られ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要 あり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この







(1 − lt − x)1−θ 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
− θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表 。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1 粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は




5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)とな ような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与え い。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CR 関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であるこ を意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は




5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1のケースでは CRRA型効用関数は対数効用関数 (つまり u(x) = ln x)となる。
7単純化のため利子所得に対する課税はないと仮定する。
5







若年期と老年期の 2期間OLGモデルを考 、t期に生まれた世代を t世代と呼ぶ。
t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI) ない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定す 6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ ( − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し Rt+1は粗利子率をそれぞれ表 7。 t世代は
若年期に 2本の予算制約式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4 こで、老年世代になると必ず介護を受ける必要があると仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かどうかが一定確率で決まると う設定 しても議論に大きな影響
与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質 影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。










若年期と老年期の 2期間OLGモデルを考え、t期に生 れた世代を t世代と呼ぶ。
t世代は若 に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生ま の老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがあ 場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要があ 一方で介護にかかる時間 xが
0とな 5。本モデル は瞬時効用関数と て CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。










若年期と老年期の 2期 OLGモデルを考え、t期に生まれた世代を t世代と呼ぶ。
t世代は若年期 1単位の時間を与えられ 介護保険 (LTCI)がない場合 ∈ (0, 1)の
時間を t 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要があ 一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時 として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1) t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1] 割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定す 6 これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τ )wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st 貯蓄水準 表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は
若年期に 2本の予算制約式 制約 、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4ここで、老年世代になると必ず介護を受ける必要があ と仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)の に介護が必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
は与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1のケースでは CRRA型効用関数 対数効用関数 (つまり u(x) = ln x)となる。
7単純化 ため利子所得に対する課税はないと仮定する。
5
労働供給 ltを決定する。 st 関する 1階の条件式より、家計の 適な 量




)−1 ∈ ( )は貯蓄率を表す。なお、定義より θ ∈ (0, 1)
範囲で貯蓄率は利子率の増加関数 (つまり、η′(Rt+1) > 0)であることが分かる。労働
供給 ltに関する 1階の条件式と (1)式より、家計の最適な労働供給量は
((1 − τt)wtlt − st)−θ(1 − τt)wt = γ(1 − lt − x)−θ,
⇔ lt =
γ−1/θ(1 − x)
(1 − η(Rt+1))[(1 − τt)wt]1−1/θ + γ−1/θ
. (2)
(2)式より、θ ∈ (0, 1)の範囲で可処分所得 (1 − τt)wt が増加すれば労働供給量も増加
することが分かる。
2.2 企業
代表的企業は最終財 Ytを資本ストック Ktと労働 Htを投入してコブ・ダグラス型
技術を用いて生産する。つまり、生産関数は
Yt = Kαt H1−αt .
t世代の人口は Ltであり人口成長率を nとすれば、労働投入量 Htは Ltltと等しい。
資本ストックは 1期間で完全減耗すると仮定すると、代表的企業の利潤最大化条
件は、









労働供給 ltを決定する。貯蓄 stに関する 1階の条件式より、家計の最適な貯蓄量は
st = η(Rt+1)(1 − τt)wtlt. (1)
こ で η(Rt+1) ≡
(
1 + β−1/θR1−1/θt+1
)−1 ∈ (0, 1) 貯蓄率を表す。なお、定義より θ ∈ (0, 1)の
範囲で貯蓄率は利子率 増加関数 (つまり、η′(Rt+1) > 0)であることが分か 労働
供給 ltに関する 1階 条件式と (1)式より、家計 最適な労働供給量は
((1 − τt)wtlt − st)−θ(1 − τt)wt = γ(1 − lt − x)−θ,
⇔ lt =
γ−1/θ(1 − x)
(1 − η(Rt+1))[(1 − τt)wt]1−1/θ + γ−1/θ
. (2)
(2)式より、θ ∈ (0, 1)の範囲で可処分所得 (1 − τt)wt が増加すれば労働供給量も増加
することが分かる。
2.2 企業
代表的企業は最終財 Ytを資本ストック Ktと労働 Htを投入してコブ・ダグラス型
技術を用いて生産する。つまり、生産関数は
Yt = Kαt H1−αt .
t世代の人口は Ltであり人口成長率を nとすれば、労働投入量 Htは Ltltと等しい。
資本ストックは 1期間で完全減耗すると仮定すると、代表的企業の利潤最大化条
件は、









労働供給 ltを決定する。貯蓄 stに関する 1階の条件式より、家計の最適な貯蓄量は




)−1 ∈ (0, 1)は貯蓄率を表す。なお、定義より θ ∈ (0, 1)
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. (2)
(2)式より、θ ∈ (0, 1)の範囲で可処分所得 (1 − τt)wt が増加すれば労働供給量も増加
することが分かる。
2.2 企業
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技術を用いて生産する。つまり、生産関数は
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. (2)
(2)式より、θ ∈ (0, 1)の範囲で可処分所得 (1 − τt)wt が増加すれば労働供給量も増加
することが分かる。
2.2 企業
代表的企業は最終財 Ytを資本ストック Ktと労働 Htを投入してコブ・ダグラス型
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と老年期の 2期間OLGモデルを考え t期に生まれた世代を t世代と呼ぶ。
t 若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間 t − 1期生まれの老年世代の介護に充て 必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 − lt − xへ振 分け 4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要があ 一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄 関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1のケースでは CRRA型効用関数は対数効用関数 (つまり u(x) = ln x)となる。
7単純化のため利子所得に対する課税はないと仮定する。
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t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − x 労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この
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(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot 1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θ 値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等し かそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定 も議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1 ケースでは CRRA型効用関数は対数効用関数 (つまり u(x) = ln x)となる。










t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかか 時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ −
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t 代の若年期（老年期）の消費水準 、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す また、代替弾力性
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これ 利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt 1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は
若年期に 2本の予算制約式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4ここ 、老年世代にな と必ず介護を受ける必要があると仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)と るような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1のケースでは CRRA型効用関数は対 効用関数 (つまり u(x) = ln x) る。
7単純化のため利子所得に対する課税はない 仮定す
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2.2　企業
代表的企業は最終財   を資本ストック　 と労働　 を投入してコブ・ダグラス
型技術を用いて生産する。つまり，生産関数は









費用は賃金所得　   と介護サービスの提供にかかる固定的な限界費用   の積で





9　欧州委員会によるThe 2015 Ageing Reportでは，長期的な介護費用の推定のために，base 
case scenarioとして労働人口当たりGDPを説明変数としている（p150）。本モデルで労働
人口当たりGDP は
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. (2)
(2)式より、θ ∈ (0, 1)の範囲で可処分所得 (1 − τt)wt が増加すれば労働供給量も増加
することが分かる。
2.2 企業
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技術を用いて生産する。つまり、生産関数は
Yt = Kαt H1−αt .
t世代の人口は Ltであり人口成長率を nとすれば、労働投入量 Htは Ltltと等しい。
資本ストックは 1期間で完全減耗すると仮定すると、代表的企業の利潤最大化条
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ここで、kt ≡ K /Htは労働投入量当たりの資本ストック（以下資本労働比率と呼ぶ）
である。
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ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対す 効
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の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
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こ で、kt ≡ Kt/Ht 労働投入量当たりの資本ストック（以下資本労働比率と呼ぶ）
である。
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. (2)
(2)式より、θ ∈ (0, 1)の範囲で可処分所得 (1 − τt)wt が増加すれば労働供給量も増加
することが分かる。
2.2 企業
代表的企業は最終財 Ytを資本ストック Ktと労働 Htを投入してコブ・ダグラス型
技術を用いて生産する。つまり、生産関数は
Yt = Kαt H1−αt .
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件は、




完全競争的な介護産業を考える8。介護サービスの提供に当たり（つまり x = 0
にするために）老年者一人当たり pt の最終財単位の費用がかかるが、その単位




ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数であると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は p′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0、p(1) = p̄を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。





り小さくなるように 1 + n > p̄を仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、










k∗ = (1 − τ(x))η(R(k
∗))w(k∗)
1 + n









9欧州委員会による The 2015 Ageing Report では、長期的な介護費用の推定のために、base case









= kαt lt =
wtlt
1 − α
であるので、介護保険が賃金所得に比例するという仮定は、ECの base case scenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象される介護保険の効果として以下の 2つがある。(1) lt を所与とし
て賃金の増加による税率が減少する効果。 (2) wt を所与として労働供給の増加が税率を減少さ
せる効果。
7
費用は賃金所得 wtlt 介護サービスの提供にかかる固定的な限界費用 pの積であ
ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 x ついての増加関数であると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は p′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0、p(1) = p̄を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。




所得税率は時点 依存しなくなり、また所得税率がどのような xについても 1よ
り小さくなる うに 1 + n > p̄を仮定 る。
最後に資産市場均衡条件より、
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= kαt lt =
wtlt
1 − α
であるので、介護保険が賃金所得に比例するという仮定は、ECの base case scenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象される介護保険の効果として以下の 2つがある。(1) lt を所与とし











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数であると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は p′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0、p(1) = p̄を満たす しよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。




所得税率は時点に依存しなくな 、また所得税率がどのような xについても 1よ
り小さくなるように 1 + n > p̄ 仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、
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N より小さくなる。また れは x
が増加すれば税率 増加するため k∗L が減少することを意味する。(2)式より、定
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= kαt lt =
wtlt
1 − α
であるので、介護保険が賃金所得に比例するという仮定は、ECの base case scenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象される介護保険の効果 て以下の 2つがある。(1) lt を所与とし




る 仮定す つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数 あると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は ′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0、p(1) = ¯を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。





り小さくなるように 1 + n > p̄を仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、
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LTCIが無い（あ ）ときの定常状態の資本労働比率の水準を k∗N(L) と表すと、
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ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数であると仮定する。こ は家計にとって介護時間がとて
もかか ような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
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期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。
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t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
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所得税率は時点に依存しなくなり、 所得税率がどのような xについても 1よ
り小さくなるように 1 + n > p̄ 仮定する。
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を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は p′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞ p(0) = 0、p(1) = p̄を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。




所得税率は時点に依存しなく り、また所得税率がどのような xについても 1よ
り小さくなるように 1 + n > p̄を仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、










k∗ = (1 − τ(x))η(R(k
∗))w
1 + n









9欧州委員会による The 2015 Ageing Report では、長期的な介護費用の推定のために、base case









= kαt lt =
wtlt
1 − α
あるので、介護保険が賃金所得に比例するという仮定は、ECの base case cenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象される介護保険の効果として以下の 2つがある。(1) lt を所与とし




ると仮定する。つまり pt = pwtl である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数であると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は ′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0、p(1) = p̄を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。





り小さくな ように 1 + n > p̄を仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、










k∗ = (1 − τ(x))η(R(k
∗))w(k∗)
1 + n









9欧州委員会による The 2015 Ageing Report では、長期的な介護費用の推定 ために、base case









= kαt lt =
wtlt
1 − α
であるので、介護保険が賃金所得に比例するという仮定は、ECの base case scenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象される介護保険の効果として以下の 2つがある。(1) lt を所与とし











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 x
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対す 効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数であると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況 れば、公的な介護サービスでも が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x) 表され,関数 p(x)は p′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0 p(1) = ¯を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。




所得税率は時点 依存しなくなり また所得税率がどのような xについても 1よ
り小さくなるように 1 + n > p̄を仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、










k∗ = (1 − τ(x))η(R(k
∗))w(k∗)
1 + n








が増加 れば税率が増加するため k∗L が減少することを意味する。(2)式より、定
9欧州委員会による The 2015 Ageing Report では、長期的な介護費用の推定のために、base case









= kαt lt =
wtlt
1 − α
であるので、介護保険が賃金所得に比例す という仮定は、ECの base case scenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象され 介護保険の効果として以下の 2つがある。(1) lt を所与とし












(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗






3.1 TCI 導入と 常状態の労働供給の関係
LTCIの導入によって労働供給がどのような影響を受けるかについて確認する
ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
こ R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[( − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
こ で R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lと 差を計算すると その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にか る限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 





常状態での LTCI無し（あり）の労働供給量 l∗N(L)はそれぞ 、
l∗N =
γ−1/θ(1 − x)






(1 − η R∗L))[ 1 − τ x))w∗L]1−1/θ + γ
.








ため l∗N と L の差を計算す と、その差は
(1 − x)(1 − τ x))1−1/θ(1 − η R∗L))w




に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η R∗i ))w
1−1/θ（i = N, L）と定義すれば、l∗N が
l∗Lより大きくなる条件、つまり LTCIの導入によって労働供給が却って減少して
まう条件は以下の不等式で表される。
(1 − x)(1 − τ x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つ 命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/ 上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 





常状態での LTCI無し（あり）の労働供給量 l∗N(L)はそれぞ 、
l∗N =
γ−1/θ(1 − x)










i i = N, L）はそれぞ R(k
∗




ため l∗N と L の差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 τ )1−1/θ(1 − η R∗L))w
∗1−1/θ




N − xγ ,
に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 τ )1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つ 命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x) ∞を満たすとき,そ
れ以下/ 上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






－27 （　  ）－
るため　 と    との差を計算すると，その差は
に正比例することが分かる。　　　　　　　　　　　　   （　　　  ）と定義
すれば，　 が    より大きくなる条件，つまり LTCIの導入によって労働供給が
却って減少してしまう条件は以下の不等式で表される。
(6)
(6) 式より，次の 2 つの命題が導出される。
命題 1　　　 であれば，不等式 (6)は決して成立しない。
証明 . 補論 1 を参照 .■
命題 2　介護サービス提供にかかる限界費用　　 が　　　　　　　　    を満た
すとき，それ以下 /以上で不等式 (6)が満たされる /満たされないような介護
時間の閾値　　　　   が存在する。
証明 . 補論 2を参照 .■



















(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗











(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされ いような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
L の差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、そ 差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないよう 介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
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ここで R∗i と w
∗






3.1 LTCI 導入と定常状態 の関係
LTCIの導入によって労働供給がどのような影響を受けるかについて確認する
ため l∗N と l
∗
L の差を計算すると、そ 差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
1 θ = 1 あれば、不等式 (6)は決 て成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数であると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は p′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0、p(1) = p̄を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。





り小さくなるように 1 + n > p̄を仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、
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∗))w(k∗)
1 + n
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= kαt lt =
wtlt
1 − α
であるので、介護保険が賃金所得に比例するという仮定は、ECの base case scenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象される介護保険の効果として以下の 2つがある。(1) lt を所与とし












(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ k∗L) > Γ(k∗N) + xγ 1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x) limx→0 p′(x)→ ∞ 満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 
命題 1及び 2の解釈のために、LTCIの導入が労働供給に与える影響を 3つに分
類しよう。












(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






より家計の可処分所得が減少し労働 によ 限界便益が減少す ため、
家計は労働時間を余暇時間に振り分 ようになる。
(3) 一般均衡効果：LTCI 財源確保のための増税を通して定常状態の資本労働
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(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
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Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 














(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差 計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1 あ ば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 










いては不明瞭である。命題 2によれば以下の 2つのことが言える。(a) 家計に
よる介護時間  が十分大きく 1 に近い場合，　　　 の不等式が成立する。こ
れは介護時間にほとんどの時間を充てている状態であれば LTCI 導入による直
接効果が非常に大きく，労働供給に負の影響を与える他の効果を上回るため労
働供給が増加するためである。(b) 家計による介護時間  が十分小さくかつ公









t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 x
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











図 1: l∗N = l
∗
Lを満たすような閾値 x̄の存在.
図 1において, LHS (RHS)は (6)式の左辺（右辺）を表す。 x < (>)x̄の範囲では, (6)式の左辺


























t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 x
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は
若年期に 2本の予算制約式を制約に、通時効用関数を最大にするように貯蓄 stと
4ここで、老年世代になると必ず介護を受け 必要があると仮定する。ただし、Hemmi et al.
(2007)のように介護が必要かどうかが一定確率で決まるという設定にしても議論に大きな影響
は与えない。
5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




ると仮定する。つまり pt = pwtlt である910。更に、限界費用 pは家計による介護時
間 xについての増加関数であると仮定する。これは家計にとって介護時間がとて
もかかるような状況であれば、公的な介護サービスでも費用が多くかかること
を意味する。よって限界費用 pは p(x)と表され,関数 p(x)は p′(x) > 0を満たす。また
p(x)の終端条件はそれぞれ p(0) = 0、p(1) = p̄を満たすとしよう。この時、政府の各
期の予算制約式より所得税率は以下のようになる。





り小さくなるように 1 + n > p̄を仮定する。
最後に資産市場均衡条件より、










k∗ = (1 − τ(x))η(R(k
∗))w(k∗)
1 + n
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= kαt lt =
wtlt
1 − α
であるので、介護保険が賃金所得に比例するという仮定は、ECの base case scenarioに則っている
といえる。
10なお、この仮定により捨象される介護保険の効果として以下の 2つがある。(1) lt を所与とし












(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x) limx→0 p′(x)→ ∞ 満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 





図 1 : 　　　   を満たすような閾値    の存在 .
図 1 において , LHS (RHS) は (6) 式の左辺（ 右辺）を表す。　　　　    の範囲では，(6)式の
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図 1: l∗N = l
∗
Lを満たすような閾値 x̄ 在.
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図 1: l∗N = l
∗
Lを満たす な閾値 x̄の存在.
図 1において, LHS (RHS)は (6)式の左辺（右辺） す。 x < (>)x̄の範囲では, (6)式の左辺
















の提供に かる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x) → ∞を満たすとき、l∗N > l∗L が成立す
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き，　　　   が成立する 11。仮に　　　 であれば介護保険がなくても介護に時間
は無視できるほど小さく，LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均
衡効果の2つのみが生じる。　　　　　　　　    という仮定の下で，　　　 の状
態で LTCIを導入すれば非常に高い課税が必要となり，財政効果による労働供
給減少が非常に大きくなる。一般均衡効果については，　 　 　 　 　  と
いう不等式が成立する場合労働供給が減少する効果が支配的になる12。ここで，
補論 2で示されるように，  の値に拘わらず財政効果と一般均衡効果を統合し
た効果は必ず労働供給の減少をもたらす方向に作用する。よって，  が 0近傍
であれば LTCI導入による労働供給の減少効果のみが存在し，LTCIの導入
によって却って労働供給が減少することになる。したがって　　　　   の時
　　　　    となり，また (6)式右辺が  について線形関数である一方，左辺は
























図 1: l∗N = l
∗
Lを満たすような閾値 x̄の存在.
図 1において, LHS (RHS)は (6)式の左辺（右辺）を表す。 x < (>)x̄の範囲では, (6)式の左辺
















の提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x) → ∞を満たすとき、l∗N > l∗L が成立す
10
る11。仮に x → 0 あれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下











(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 





る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下










t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 x
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ −
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であ ことを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1のケースでは CRRA型効用関数は対数効用関数 (つまり u(x) = ln x)となる。
7単純化のため利子所得に対する課税はないと仮定する。
5
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がっ x→ 0(1) 時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗L なり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロ なることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で
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一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下










t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護に かる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1のケースでは CRRA型効用関数は対数効用関数 (つまり u(x) = ln x)となる。
7単純化のため利子所得に対する課税はないと仮定する。
5
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx 0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1 ゼロとなることから、図 に示されるように、それ以上/以下で
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12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
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く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要と り、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般
均衡効果については、(1 − α)η(R∗N) ≤ αという不等式が成立する場合労働供給が減
少する効果が支配的になる12。ここで、補論 2で示されるように、xの値に拘わら
ず財政効果と一般均衡効果を統合した効果は必ず労働供給の減少をもたらす方
向に作用する。よって、xが 0近傍であれば LTCI導入によ 労働供給の減少効果
のみが存在し、LTCIの導入によって却って労働供給が減少する とになる。した
がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で
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12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下










t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 x
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数 採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
6なお、θ = 1のケースでは CRRA型効用関数は対数効用関数 (つまり u(x) = ln x)となる。
7単純化のため利子所得に対する課税はないと仮定する。
5
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般
均衡効果については、(1 − α)η(R∗N) ≤ αという不等式が成立する場合労働供給が減
少する効果が支配的になる12。ここで、補論 2で示されるように、xの値に拘わら
ず財政効果と一般均衡効果を統合した効果は必ず労働供給の減少をもたらす方
向に作用す 。よって、xが 0近傍であれば LTCI導入による労働供給の減少効果
のみが存在し、LTCIの導入によって却って労働供給が減少することになる。した
がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が x ついて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
}
.
この条件 導出につい 補論 2の最終段落を参照せよ
12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺 xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で
労働供給が増加/減少 る介護時間の閾値 x̄ < 1が存在することが示される。
これらの結 は LTCIの短期的な （つまり、部分均衡的で直接効果のみを
考慮したケース）と長期的な効果（(1)-(3)の全 の効果を考慮したケース）で考
えたときで労働供給に与える影響が大きく異な を意味している。またこ

















] { (1 − α)[1 + ρ( − η k∗N))]




12この条件の導出につい は補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般
均衡効果については、(1 − α)η(R∗N) ≤ αという不等式が成立する場合労働供給が減
少する効果が支配的になる12。ここで、補論 2で示されるように、xの値に拘わら
ず財政効果と一般均衡効果を統合した効果は必ず労働供給の減少をもたらす方
向に作用する。よって、xが 0近傍であれば LTCI導入による労働供給 減少効果
のみが存在し、LTCIの導入によって却って労働供給が減少することになる。した
がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より (1)もし α ≥ 1/2 あれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用さ る α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で
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12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 で れば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無 の貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば 保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要 なり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





って x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり、ま (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから 図 1に示されるように、それ以上/以下で
労働供給が増加/減少する介護時間の閾値 x̄ < 1が存在することが示される。
これらの結果は LTCIの短期的な効果（つまり、部分均衡的で直接効果のみを
考慮したケース）と長期的な （(1)-(3)の全ての効果を 慮したケース）で考
えたときで労働供給に与え 影響 大きく異な ことを意味している。またこ

















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均 効果を通し 労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用さ る α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ α 介護保険無し 貯蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立す ことが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つのみが生じ
る。limx→0 p′(x) ∞という仮定 下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政効果による労働供給減少が非常に大きくなる。一般





って x→ 0(1) 時 l∗N > (<) Lとなり、また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺 x = 1でゼロとなることから、図 1に示されるように、それ以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]




12こ 条件の導出に いては補論 2 を参照せよ。またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供 必ず減少 、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無しの貯蓄率 η(R∗N) 1/2以下の時成立することが分かる。
11
る11。仮に x → 0であれば介護保険がなくても介護に時間は無視できるほど小さ
く、LTCIの導入による直接効果はなく財政効果と一般均衡効果の 2つ みが生じ
る。limx→0 p′(x) → ∞という仮定の下で、x → 0の状態で LTCIを導入すれば非常に
高い課税が必要となり、財政 よる労働供給減少が非常に大きくなる。一般
均衡効果については、(1 − α)η(R∗N) ≤ αという不等式が成立する場合労働供給が減
少する効果が支配的になる12。ここで、補論 2で示されるように、xの値に拘わら
ず財政効果と一般均衡効果を統合した効果は必ず労働供給の減少をもたらす方
向に作用する。よって、xが 0近傍 あれば LTCI導入による労働供給の減少
のみが存在し LTCIの導入によって却って労働供給が減少することになる。した
がって x→ 0(1)の時 l∗N > (<)l∗Lとなり また (6)式右辺が xについて線形関数である一
方、左辺は x = 1でゼロとなることから、図 1に示され ように、そ 以上/以下で





















] { (1 − α)[1 + (1 − η(k∗N))]




12この条件の導出については補論 2 を参照せよ またこの条件より、(1)もし α ≥ 1/2 であれば
一般均衡効果を通して労働供給は必ず減少し、(2)数値例として頻繁に使用される α = 1/3の下
で、条件 (1 − α)η(R∗N) ≤ αは介護保険無し 蓄率 η(R∗N)が 1/2以下の時成立することが分かる。
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の    に関する 2階の非線形差分方程式を導出できる。
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため，　　　　 となるような変
数     を定義する。この時，この経済の動学システムは次の2本の式に集約される。
(8)
(9)
このシステムは    と     に関する連立差分方程式体系であり，(8)式と (9)式から




命題 3　初期の資本労働比率     が所与の下で，唯一の定常状態　　　  が存在
しサドル安定である。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 x
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、こ 経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。










の妥当性について検討する。(2)式と (3)式を (4)式に代入することで、以下の ktに
関する 2階の非線形差分方程式を導出できる。
kt+1 =





(1 − τ)η(R(kt 1 )w(kt)
1 + n
(1 − η(R(kt+2 ))[( − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1 な ような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変 zt
定義する。この時、 の経済の動学システムは次の 2本の式に集約さ る。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。


















(1 − τ)η( t+1))w(kt)
1 + n
( η(R(kt+2)))[ 1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線 ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与 下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。
証明. 補論 3を参照。 
命題 3によれば本動学システムにおいて長期的に定常状態へと収束する唯一
の最適な動学経路が存在するので、前節で行った定常状態の分析の妥当性が保証

















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、 の経済の動学シ ムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分 あり、(8)式と (9)式からそ
れぞ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように 。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[( − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ t+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(z +1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt 1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0 と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。










の妥当性について検討する。(2)式と (3)式を (4)式に代入することで、以下の ktに
関する 2階の非線形差分方程式を導出できる。
kt+1 =





(1 − τ)η(R kt+1))w(kt)
1 + n
(1 − η(R kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1− /θ + γ−1/θ
(1 − η(R kt+1)))[(1 τ)w(kt)]1− /θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1− /θ
×
[




[(1 − τ)w(zt)]1− /θ
,
(8)
kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0 を以下のように導出できる。
zt = kt, (10)
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R zt))w(kt)
[
(1 − η(R zt)))[(1 − τ)w(kt)]1− /θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R zt)))[(1 − τ)w(zt)]1− /θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1 ))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ −1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。 の時、この経済の動学シ テムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt )w t)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
シ テムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ





(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)




(1 − τ)η(R zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本 働比 k0 所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。










の妥当性について検討する。(2)式と (3)式を (4)式に代入することで、以下の ktに
関する 2階の非線形差分方程式を導出できる。
kt+1 =





(1 − τ)η(R kt+1))w kt)
1 + n
(1 − η(R(kt+2) )[ 1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[ 1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1 なるような変数 ztを
定義する。この時、 の経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ η(R zt))w(kt)[(1 − τ (zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。
zt = kt, (10)
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R zt))w( t)
[
( − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で 一の定常状態 (k∗, z∗) 存在しサド
ル安定である。









－32 （　  ）－
証される 13。0期において，家計は     を所与として鞍点経路に乗ることができる
ような 1期目の資本労働比率    を選択し，2期目の資本労働比率     については




































(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。








うな 1期目の資本労働比率 k1を選択し、2期目の資本労働比率 k2については (7)式


























うな 1期目の資本労働比率 k1を選択し、2期目の資本労働比率 k2 ついては (7)式






































(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 zt
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。








うな 1期目の資本労働比率 k1を選択し、2期目の資本労働比率 k2については (7)式


































補論 1. 命題 1 の証明
　　 の時，定義より　　  は消費性向　　　　 と等しくなる。また　　 の
下では貯蓄率は利子率に依存しなくなり定数となる。つまりある定数  に対し
て，　　　　　　　　 　 また　　　 は    となるため，　　　　　　    となる。
よって，　　 の下では，不等式 (6)は以下のように書き換えることができる。
　　   も   も正の値であるため，この不等式は決して成立することはない .■
補論 2. 命題 2 の証明
　　　　　　　　　　　　　　　    と，　　　　　　　　　　 とそれぞれ
定義しよう。この時 (6) 式は　　　　　   に書き換えることができる。　　 と
　　  の位置関係は　　　　であれば　　　　　　　　　　　　　　　  とな
り，　　　    であれば　　　　　　　　　　　　　　　  となる。また　　  は
  に関して線形増加関数である。　　 の導関数の符号については以下のように
計算される。
　　 の定義式の両辺に自然対数を取り，両辺を  について微分すると，
(A1)










(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立し い。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗) 等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなく り定数となる。つまりある定数 η に対して、
η(R∗N) = η(R
∗








(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γ 正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞ 定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ





















































(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x) 1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ




















































(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6) より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなく り定数となる。つまりある定数 η に対して、
η(R∗N) = (
∗




N) = L なる。よって、θ = 1の
下では、不等式 (6)は以下のように書き換えることができる。
(1 − x)(1 − τ( )1−1/θΓ(k∗L) > (k∗N + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立す ことはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x) τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N + xγ−1/θとそれぞ 定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x) 位置関係は (a)x = 0であ




















































(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出され
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなくな 定数となる。つまりある定数 η 対して、
η(R∗N) = η(R
∗






L) よって、θ = 1の
下では、不等式 (6)は以下のように書き換え ことが きる。
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N) γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γ 正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ













































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1− /θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L) 、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ(0)となり、(b)x = 1であればφ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.





















































(1 − x)(1 − τ(x) 1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
2. 2
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x) 1−1/θΓ(k∗L) 、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θ れぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ(0)となり、(b)x = であればφ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.










































補論 1. 命題 1の証明












( − x)(1 − τ(x))1−1/θ ( ∗L) > ( N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x) き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ(0)となり、(b)x = 1であればφ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.










































補論 1. 命題 の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなくなり定数となる。つまりある定数 η に対して、




N) = L)となる。よっ θ = 1の
下では、不等式 (6)は以下 ように書き換えるこ ができる。
(1 − x)( − τ( )1−1/θΓ(k∗L) > ( ) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 の証明
φ(x) ≡ (1− )( −τ(x) 1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ x > ψ(x)に書き換えることができ φ(x) ψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































補論 1. 命題 1の証明










L)となる。 って、θ = 1の
下では、不等式 (6)は以下のように書き換えることが きる。
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x) 置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ(0)となり、(b)x = 1であ φ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.











































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係 (a)x = 0












































補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しな り定数となる。つまりある定数 η に対して、
η(R∗N) = η(R
∗
L) = η. また w
∗1−1/θ






(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = (0) り、(b)x = 1であればφ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.
となる。また ψ( )は xに関して線形増加関数である。φ(x)の導関数の符号につい
ては以下のように計算される。









































補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなくなり定数となる。つまりある定数 η に対 て、
η(R∗N) = η(R
∗






L)となる。よっ 、θ = 1の
下では、不等式 (6)は以下のように書き換えることができ 。
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ(0)とな 、(b)x = 1 あればφ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.
となる。また ψ(x)は xに関して線形増加関数である。φ(x)の導関数の符号につい
ては以下のように計算さ る。









































補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなくなり 数となる。つまりある定数 η に対して、
η(R∗N) = η(R
∗








(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義よ Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなくなり定数とな 。つまり る定数 η に対して、
η(R∗N) = η(R
∗
L) = η. また w
∗1−1/θ





下で 、不等式 (6)は以下のように書き換え ことができる。
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ( ) ≡ 1− (1−τ( ))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
6 式は φ(x) > ψ(x)に書き換え ことができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ


















































t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1




ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存しなくなり定数と る。つまりある定数 η に対して、
η(R∗N) = η(R
∗






L なる。よって、θ = 1の
下では、不等式 (6)は以下のように書き換えることができる。
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ( ) γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,こ 不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができ φ(x) ψ(x) 位置関係 (a = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ( )となり、(b)x 1であればφ 1 = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.












































補論 1. 命題 1の証明




L) = η. また w
∗1−1/θ






(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。 ( )とψ(x) 位置関係は (a)x = 0であ


















































若年期と老年期の 2期間OLGモデルを考え、t期に生まれた世代を t世代 呼ぶ。
t世代は若年期に 1単位の時間を与えら 、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対 効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は




5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




補論 1. 命題 1の証明
θ = 1の時, 定義より Γ(k∗)は消費性向 1 − η(k∗)と等しくなる。また θ = 1の下で
は貯蓄率は利子率に依存 なくなり定数となる。つまりある定数 η に対して、
η(R∗N) = η(R
∗
L) = η. また w
∗1−1/θ





下で 、不等式 (6)は以下 よう 書き換えることができ
( − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ k∗N) > γ− .
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,こ 不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ k∗N)+ xγ−1/θとそ ぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ(0)となり、(b)x = 1であればφ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.















































賃金が減少する効果をそれぞれ表している。　　   の項は利潤最大化条件より
    となり，　　　は次のようになる。
すると　　    の値は
(A2)





ここで　　　　　　　  である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであ
り 2項目（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため，　　   の符号は  の




補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ



















































t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ













































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ
れば φ(0) = Γ(k∗L)|x=0 = Γ(k∗N) = ψ(0)となり、(b)x = 1であればφ(1) = 0 < ψ(1) = Γ(k∗N)+γ−1/θ.











































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x)とψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ




























































































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]





















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]





















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
こ ρ ≡ 1θ − 1 > 0 ある。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）は スであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す
る。 特に xがゼロに近ければ φ′(x)の符号はプラスとなる。なぜなら、p(0) = 0と





= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]





















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイ であり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は x 値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、 １ り φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]





















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
こ で ρ ≡ 1θ − 1 > 0である 4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラス るため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような の閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]












t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 −
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。
































































































1 (1 α)[1 (1 η(k∗L))/θ]
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1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また 図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄ 唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]












t世代 若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIが 場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また 代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。











t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 x
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対す 効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え





5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に影響を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。



















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す
る。 特に xがゼロに近ければ φ′(x) 符号はプラスとなる。なぜなら、p(0) = 0と





= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]





－35 （　  ）－
　　　　 と　　　　　　　　    という仮定より
(A5)
上記の条件を全て用いれば，　　 と　　  の位置関係に関する図 1を描くこと
ができる。また，図１より　　　　　  を満たすような  の閾値    が唯一存在
することが示された。■
最後に，図 1より    が存在するための必要十分条件は　　　　　　  である。
(A5)式より　　　　　　 であり，　　 は
なので，　　　　　　   の条件式は以下のようになる。
補論 3. 命題 3 の証明
定常状態の唯一性と安定性を示すためにまず位相図を描き，その後動学シス
テムを定常状態周りで線形近似し局所安定性について確認する。
　　　　   領域は
　　　　   領域は少し複雑である。まず　　　　   という不等式は
のように書き換えることができる。よって　　　　   領域は


















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]













(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービ 提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式 り ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]





補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x))1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x) ψ(x)の位置関係は (a)x = 0であ












































補論 1. 命題 1の証明












(1 − x)(1 − τ(x) 1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ ⇔ − Γ(k∗N) > γ−1.
Γ(k∗N)も γも正の値であるため,この不等式は決して成立することはない. 
補論 2. 命題 2の証明
φ(x) ≡ (1− x)(1−τ(x) 1−1/θΓ(k∗L)と、ψ(x) ≡ Γ(k∗N)+ xγ−1/θとそれぞれ定義しよう。この時
(6)式は φ(x) > ψ(x)に書き換えることができる。φ(x) ψ(x) 位置関係は (a)x = 0であ






























































































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件 て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄) 満たすような xの閾値 x̄が唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
− + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]












t世代は若年期に 1単位の時間を与えられ、介護保険 (LTCI)がない場合 x ∈ (0, 1)の
時間を t − 1期生まれの老年世代の介護に充てる必要があり、残った時間 1 − xを労
働 ltか余暇 1 − lt − xへ振り分ける4。LTCIがある場合、若年世代は賃金率を wtとす
ればその財源として所得税 τtwtlt 支払う必要がある一方で介護にかかる時間 xが
0となる5。本モデルでは瞬時効用関数として CRRA型効用関数を採用する。この





1 − θ + γ
(1 − lt − x)1−θ − 1
1 − θ + β
co1−θt+1 − 1
1 − θ .
ここで cyt (cot+1)は t世代の若年期（老年期）の消費水準を、γ > 0は余暇に対する効
用のウェイトを、そして β ∈ (0, 1]は割引因子をそれぞれ表す。また、代替弾力性の
パラメーター θの値は θ ∈ (0, 1]であると仮定する6。これは利子率の貯蓄に関する
代替効果が所得効果と等しいかそれ以上であることを意味している。また t世代
の若年期と老年期の予算制約式はそれぞれ (1 − τt)wtlt = cyt + stと cot+1 = Rt+1stで与え
られる。ここで st は貯蓄水準を表し、Rt+1は粗利子率をそれぞれ表す7。 t世代は




5xがゼロではなく q ∈ [0, 1)となるような qに対して LTCI導入により介護負担が qxに減少する
という仮定でも議論の本質に を与えない。本文のモデルは q = 0のケースである。




















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式の 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x) に する図 1を描くことが
できる。また、図１よ φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄ 一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在す ための必要十分条件は φ′(0) > ψ である。(A5)
より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]













] { (1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]





















































































1 − x + ρ
τ′(x)
1 − τ(x)
1 − (1 − α)[ − (1 − η(k∗L))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗L))]
. (A4)
ここで ρ ≡ 1θ − 1 > 0である。(A4)式 1項目（直接効果）はマイナスであり 2項目
（財政効果と一般均衡効果）はプラスであるため、φ′(x)の符号は xの値に依存す






= −1 + ρ τ′(0)︸︷︷︸
→∞
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
(1 − α)[1 + ρ(1 − η(k∗N))]
> 0, (A5)
上記の条件を全て用いれば、φ(x)と ψ(x)の位置関係に関する図 1を描くことが
できる。また、図１より φ(x̄) = ψ(x̄)を満たすような xの閾値 x̄ 唯一存在すること
が示された。 
最後に、図 1より x̄が存在するための必要十分条件は φ′(0) > ψ′(0)である。(A5)
式より ψ′(0) = γ−1/θであり、φ′(0)は
[
−1 + ρτ′(0)
1 − (1 − α)[1 − (1 − η(k∗N))/θ]
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補論 3. 命題 3の証明
定常状態の唯一性と安定性を示すためにまず位相図を描き、その後動学シス
テムを定常状態周りで線形近似し局所安定性について確認する。
∆kt+1 ≥ 0 域は
kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16
補論 3. 命題 3の証明
定常状態の唯一性と安定性を示す めにまず位相図を描き、その後動学シス
テムを定常状態周りで線形近似し局所安定性について確認する。
∆ t+1 ≥ 0領域は
kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0 域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R( t))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.
よって ∆zt+1 = 0線は (11)式のようになる。つまり、
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R( t))w(kt)
[




(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[( τ)w k ]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義す 。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0 域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 ( )となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与 して, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることがで よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ ( + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w zt)]1− /θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためであ 。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換え ことができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1−η(R(zt)) [(1 τ)w(zt)]1−1/θ+γ−1/θ.
(11)
(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, ) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その 係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(z )+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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(11)
(11)式の左辺を　　　    と，右辺を　　　　　　　　　　　   とそれぞれ定
義しよう。この時，関数　　　    , は次のように書き換えることができる。
したがって     を所与として　　　    は    に関する減少関数であり，　　　　　
に対して無限大　   となる 15。つまり，関数　　　    は (1)　　　　　 と (2)
　　　　　　　　　　　　　   を満たす。これは     を所与として , 　　　　を
満たすような     と    が1対1対応していることを表しており，その関係を　　 と
定義する。すると    が　　 以下であるとき ,　　　　　　　　　　　　　　　
となり     は時間を通して増加していくことになる。さらに    を所与として，
　　　　　　　　　   及び　　　　   は     に関する増加関数であるので，
　　　    もまた     に関して増加関数である。
　　　   線の傾きでもある　　  の導関数は
(A6)
となり，定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から　　　　
　　　　　　　  であり，　　　　　　　   であるからである。さらに定常状態
近傍では　　　    線の傾きは    より大きいことも示すことができる。これらの
結果を示すため，　　　　  と　　　　  を計算する必要がある。それぞれの導
関数は次のようになる。
15　これは　　　　　 に対して賃金率　 が　　　  となるためである。




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左 Φ(kt, zt) 、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそ ぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満た 。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n) t
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt) 、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θ それぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt) は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その 係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与と 、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[






⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満た 。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることが きる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数Φ(kt, zt),は次のように書き ことができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関 り、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であ ので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。














(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)] −1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 zt
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式か そ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。












kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 η(R(zt+ )) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, )と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるの 、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。














(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
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kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。












kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
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[
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]
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(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
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したがって ztを所与としてΦ(k , zt)は ktに関する減少関数であ 、kt 0( )
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を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1 1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ− /θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.
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(1 + n)zt
(1 − τ)η( t )w(kt)
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したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
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とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
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(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
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]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
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したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt) ( ∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0 (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義す 。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1 /θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与とし 、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt ]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆ t = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。する ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として (1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。














(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R +1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックす ため、zt ≡ kt+1となるような変数 zt
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。












kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1− /θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(1 )式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を ( − τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時 関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、 Φ(kt, zt)は ( )∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与 , ∆zt = 0 満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt) 定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt 、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ( kt)も た ztに関して増加 数である。














(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)] −1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式 (9)式か そ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。












kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[






⇔ 1 + n)zt
τ)η(R(zt )w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いるこ を表しており、その関係を kz(zt) 定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt 所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。














( − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1 1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初 の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。












kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[






⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
1 − (R(zt)))[ − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.
よって ∆zt+1 = 0線は (11)式のようになる。つまり、
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w kt)
[




(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[
β−1/θR(zt)1−1/θ[(1 − τ)w(kt)]−1/θ +
γ−1/θ
η(R(zt )(1 − τ)w(kt)
]
.
したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz t 以下である
とき, Φ(kt, t) > 1− τ)1− /θΓ + γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに t を所与 して、( + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた zt 関して増加関数であ 。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[




[(1 − τ)w(zt)]1− /θ
≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次の に書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 ( t, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt 0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
, Φ(kt, zt > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。














(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w( t+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1 なるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。










の妥当性について検討する。(2)式と (3)式を (4)式に代入するこ で、以下の ktに









(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。












kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[
β−1/θR(zt)1−1/θ[(1 − τ)w(kt)] 1/θ
γ−1/θ
η(R(zt))(1 − τ)w kt)
]
.
したがって ztを所与 し Φ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、k → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt) (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。する ktが kz t 以下であ
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R zt 1−1/θ び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R zt+1)) η(R zt))⇔ − η(R zt+1)) > 1 − η(R zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1− /θ
[




[(1 − τ)w(zt)]1− /θ
≥ 1 − η(R zt)).
⇔ ( + n)zt
(1 − τ)η(R zt))w(kt)
[
(1 − η(R zt)))[(1 − τ)w(kt)]1− /θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ ( η(R zt)))[(1 − τ)w(zt)]1− /θ.
よって ∆zt+1 = 0線は (11)式のようになる。つまり、
( + n)zt
(1 − τ)η(R zt))w(kt)
[
(1 − η(R zt)))[(1 − τ)w(kt)]1− /θ + γ−1/θ
]
= (1−η(R zt)) [(1−τ)w(zt)]1− /θ+γ−1/θ.
(11)
(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1− /θΓ(zt)+ γ−1/θ それぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[
β−1/θR(zt)1 /θ[(1 − τ)w(kt)]−1/θ +
γ−1/θ
η(R zt))(1 − τ)w(kt)
]
.
したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は kt 関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1− /θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1− /θ 及び η(R zt))−1 zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。




の妥当性について検討する。(2)式と (3)式を (4)式に代入することで、以下の ktに









(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性 チェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立 。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。












kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ (zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1− /θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
( η(R(zt)))[( − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt) (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0 (2)limkt→0 ∞)Φ(kt, zt) ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いること 表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると kt kz(zt)
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ( t)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt
であるので、Φ(zt, kt) また ztに して増加関数である。














(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。こ 時 この経済の動学システムは次の 2本の式に集約さ る。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資 労働比率 k0が所与の下で、唯一の (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。













(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すこと できる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は



















kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
zt+1 0 少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η( (zt+1)) ≤ η R(zt))⇔ ( (zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 )w zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η R(zt)) [(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ) zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[
β−1/θR(zt)1−1/θ[(1 − τ)w(kt)]−1/θ +
γ−1/θ
η(R(zt))(1 − τ w( t)
]
.
したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は ( )∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これ zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような t と kt が 1対 1対応して
い とを表しており その関係を kz(zt)と定義する。すると kt kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt 所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態 はプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからで さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk kt, zt) Φz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − ( − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ 1 1/θΓ′(zt) − Φz k , zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜ ら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。















































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。












































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, ) < 0 であ 、Φ (k∗, ) < 0 あるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。

































(1 − α)(1 + n)
(1 − τ)w kt)
γ−1/θ.
定常状態で導関数の値はそれぞれ









































α − (1 − α)η(k∗)] .
こ で、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は


















kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt )) > − η(R(zt)),
のように書き換えるこ ができる。よって ∆zt 1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
(1 − η(R(zt)) [(1 τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.








(11)式の左辺をΦ(kt, zt)と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt) γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(k , zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[
β−1/θR(zt)1−1/θ[(1 − τ)w(kt)]−1/θ +
γ−1/θ
η(R zt )(1 τ)w(kt)
]
.
したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たす うな zt と kt が 1対 1対応し
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。











(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算する 、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






正比例するこ が分かる Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x) 1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つ 命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決 て成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 










(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため Φk(kt, zt) Φz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり 定常状態ではプラスと る。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz( t, zt) 計算する必要がある。それぞ の導関数は次のように
なる。












































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は







Φ(k∗, k∗) − γ−1/θ
)











(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラス る。なぜなら後述の理由から 1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことが き 。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。



























+ 1 − 1
θ
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α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は



















kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+ ) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+1)) > 1 − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt) w(kt)[(1 τ w(zt)]1−1/θ
[





≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)
[
− η(R( t)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η R(zt)))[(1 − τ)w(zt ]1−1/θ.








(11)式 左辺 Φ(kt, zt と、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換え ことが きる。
Φ( , zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数 り、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0 (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与として, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt, zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R zt 1−1/θ 及び η(R(zt)) 1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞) 対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ kt ↔ zt ≥ kt.
∆zt+1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+ )) > − η(R(zt)),
のように書き換えることができる。よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η( )w k [(1 − τ)w(zt)]




[ 1 − τ w(zt)]1−1/θ
≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w k
[
(1 − η(R(zt)))[ 1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η R t ))[ 1 − τ)w(zt)]1−1/θ.
よって ∆zt+1 = 0線は (11)式のようになる。つま 、
(1 + n)zt
(1 − τ η(R(zt) w k
[




(11)式の左辺 Φ(kt, zt)と 右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞ 定義しよう。こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のように書き換えることができる。
Φ(kt, zt) = (1 + n)zt
[





したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は に関す 減少関数であり、kt → 0(∞) 対して
無限大 (0) なる15。つまり、関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは zt を所与 して, ∆zt = 0を満たすような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
とき, Φ(kt zt) > (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さらに kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は zt に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt 0（∞）となるためである。
16




kt+1 ≥ t ↔ zt ≥ kt.
∆ +1 ≥ 0領域は少し複雑である。まず ∆zt+1 ≥ 0という不等式は
zt+1 ≥ zt,↔ R(zt+1) ≤ R(zt)⇔ η(R(zt+1)) ≤ η(R(zt))⇔ 1 − η(R(zt+ )) > − η(R(zt)),
よって ∆zt+1 ≥ 0領域は
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt )w(kt)[( ) ( ]1−1/θ
[




≥ 1 − η(R(zt)).
⇔ (1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt )w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
− γ−1/θ ≥ (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ.
よって ∆zt+1 = 0線は (1 )式のようになる。つまり、
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt )w(kt)
[
(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1−η(R zt)))[(1−τ w zt)]1−1/θ+γ−1/θ.
(1 )
(1 )式の左辺をΦ(kt, zt) 、右辺を (1− τ)1−1/θΓ(zt)+ γ−1/θとそれぞれ定義しよう こ
の時、関数 Φ(kt, zt),は次のよう 書き換えるこ が き







したがって ztを所与としてΦ(kt, zt)は ktに関する減少関数であり、kt → 0(∞)に対して
無限大 (0)となる15。つま 関数 Φ(kt, zt)は (1)∂Φ(kt ,zt)∂kt < 0と (2)limkt→0(∞)Φ(kt, zt)→ ∞(0)
を満たす。これは t を所与として, ∆zt = 0を満た ような zt と kt が 1対 1対応して
いることを表しており、その関係を kz(zt)と定義する。すると ktが kz(zt)以下である
き, Φ(kt, zt) > (1− τ)1− /θΓ(zt)+ γ−1/θとなり ztは時間を通して増加していくことにな
る。さら kt を所与として、(1 + n)zt, R(zt)1−1/θ 及び η(R(zt))−1は t に関する増加関数
であるので、Φ(zt, kt)もまた ztに関して増加関数である。
15これは kt → 0(∞)に対して賃金率 wt が 0（∞）となるためである。
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定常状態で導関数の値はそれぞれ
ここで，　　　 と　　　 を求める際に　　　　　　　　　　　　　   の関係を




となる。次に　　　   線の傾きが    より大きいことを示すために，(A6) 式の分子
と分母の差の大小関係を確認する。その差は，





(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
こ で、Φk(k∗) Φz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗) 求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は







Φ(k∗, k∗) − γ−1/θ
)











(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜ ら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞ の導関数は次のように
なる。














































































α − (1 α)η(k∗ ] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗ w 関係を用いて る。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。












































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗) 値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は




















(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜ ら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、 k(k∗, k∗) 0 るからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞ の導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = ( − τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いて る。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は
















(1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) − Φz(k∗, k∗)














































































































る。次に ∆z = 0線の傾きが 1より大きいことを示すために、(A6)式の分子と分母
の差の大小関係を確認する。その差は、











































































α − (1 − α)η∗
k∗
[
















∆z = 0線の傾きである dk/dzは 1より大きいことを意味する。よって、ktと ztに関す
る位相図を描けば図 2のようになり、定常状態は鞍点であることが分かる。0期












(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は
























(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1 あれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 






－38 （　  ）－
　　     分子と分母がともに負の値であることを踏まえて，上記の結果は　
が    より小さいことを意味している。これは，     を横軸に，    を縦軸に取った
とき　　　   線の傾きである　　       は    より大きいことを意味する。よって，
    と     に関する位相図を描けば図 2のようになり，定常状態は鞍点であること
が分かる。  期において     は先決変数であるが　　　 はジャンプ変数である









(1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) − Φz(k∗, k∗)














































































































る。次に ∆z = 0線の傾きが 1より大きいことを示すために、(A6)式の分子と分母
の差の大小関係を確認する。その差は、











































































α − (1 − α)η∗
k∗
[
















∆z = 0線の傾きである dk/dzは 1より大きいことを意味する。よって、ktと ztに関す
る位相図を描けば図 2のようになり、定常状態は鞍点であることが分かる。0期








(1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) − Φz(k∗, k∗)














































































































る。次に ∆z = 0線の傾きが 1より大きいことを示すために、(A6)式の分子と分母
の差の大小関係を確認する。その差は、










































































α − (1 − α)η∗
k∗
[
















∆z = 0線の傾きである dk/dzは 1より大きいことを意味する。よって、ktと ztに関す
る位相図を描けば図 2のようになり、定常状態は鞍点であることが分かる。0期








(1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) − Φz(k∗, k∗)














































































































る。次に ∆z = 0線の傾きが 1より大きいことを示すために、(A6)式の分子と分母
の差の大小関係を確認する。その差は、




































































α − (1 − α)η∗
k∗
[
















∆z = 0線の傾きである dk/dzは 1より大きいことを意味する。よって、ktと ztに関す
る位相図を描けば図 2のようになり、定常状態は鞍点であることが分かる。0期
















(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分か Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされる/満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 

















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 zt
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt ]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 zt
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。













(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 あるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は
















(1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) − Φz(k∗, k∗)
















































































































る。次 ∆z = 0線の傾き 1より大きいことを示すために、(A6)式の分子と分母
の差の大小関係を確認する。その差は、










































































α − (1 − α)η∗
k∗
[
















∆z = 0線の傾きである dk/dz 1より大きいことを意味する。よって、ktと ztに関す
る位相図を描けば図 2のようになり、定常状態は鞍点であることが分かる。0期
















(1 − η(R∗L))[(1 − τ(x))w∗L]1−1/θ + γ−1/θ
.
ここで R∗i と w
∗








ため l∗N と l
∗
Lとの差を計算すると、その差は
( − x)(1 − τ(x))1−1/θ(1 − η(R∗L))w
∗1−1/θ






に正比例することが分かる。Γ(k∗i ) ≡ (1 − η(R∗i ))w
∗1−1/θ





(1 − x)(1 − τ(x))1−1/θΓ(k∗L) > Γ(k∗N) + xγ−1/θ, (6)
(6)式より,次の 2つの命題が導出される。
命題 1 θ = 1であれば、不等式 (6)は決して成立しない。
証明. 補論 1を参照. 
命題 2 介護サービス提供にかかる限界費用 p(x)が limx→0 p′(x)→ ∞を満たすとき,そ
れ以下/以上で不等式 (6)が満たされ /満たされないような介護時間の閾値 x̄ ∈ (0, 1)
が存在する。
証明. 補論 2を参照. 

















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。













(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さらに定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算する必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は



























(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。









(1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) − Φz(k∗, k∗)













































































































る。次に ∆z = 0線 傾きが 1より大きいことを示すために、(A6)式の分子と分母
の差の大小関係を確認する。その差は、











































































α − (1 − α)η∗
k∗
[
















∆z = 0線の傾きである dk/dzは 1より大きいことを意味する。よって、ktと ztに関す
る位相図を描けば図 2のようになり、定常状態は鞍点であることが分かる。0期












(1 − τ)1−1/θΓ′(zt) − Φz(kt, zt)
, (A6)
となり、定常状態ではプラスとなる。なぜなら後述の理由から (1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) −
Φz(k∗, k∗) < 0 であり、Φk(k∗, k∗) < 0 であるからである。さら 定常状態近傍では
∆zt = 0線の傾きは 1より大きいことも示すことができる。これらの結果を示す
ため、Φk(kt, zt)とΦz(kt, zt)を計算す 必要がある。それぞれの導関数は次のように
なる。














































































α − (1 − α)η(k∗)] .
ここで、Φk(k∗)とΦz(k∗)を求める際に (1+n)k∗ = (1− τ)η(k∗)w(k∗)の関係を用いている。
また、Γ′(k∗)の値については (A2)式で与えられている。すると、定常状態での (A6)
の分子は



























(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w( t+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるよう 変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[





kt+1 = zt. (9
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下 、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。









(1 − τ)1−1/θΓ′(k∗) − Φz(k∗, k∗)














































































































る。次に ∆z = 0線の傾きが 1より大きいことを示すために、(A6)式の分子と分母
の差の大小関係を確認する。その差は、











































































α − (1 − α)η∗
k∗
[















が 1より小さいことを意味している。これは、ztを横軸に ktを縦軸に取った き
∆z = 0線の傾きである dk/dzは 1より大きいことを意味する。よって、ktと ztに関す
る位相図を描けば図 2のようになり、定常状態は鞍点であることが分かる。0期






























図 2: ktと zt 位相図
(8)式より







































ここで Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により






































図 2: kt ztの位相図
(8)式より
1 − η(R(zt+1)) =
1
[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ



































ここで Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により






































図 2: ktと ztの位相図
(8)式より






































こ で Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z )/η′(z∗) あり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により





































図 2: ktと ztの位相図
(8)式より





























+ 1 − 1
θ





こ で Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であ X1 ≡ [ 1 − τ w(z∗)]1−1/θη′(z∗) ∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により
















－39 （　  ）－
　　 である。    の動学方程式である (9) 式は単に　　　　 であり，線形近似
により
よって，線形近似後の動学システムは以下の線形のシステムになる。
固有方程式は，固有値を   と置けば

























図 2: ktと ztの位相図
(8)式より







































ここで Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0) ある。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により



























(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0が所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。































図 2: ktと ztの位相図
(8)式より







































ここで Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単 kt+1 = zt あり、線形近似により






































図 2: ktと ztの位相図
(8)式より







































ここで Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により






































図 2: ktと ztの位相図
(8)式より







































ここで Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により
















λ2 − X3λ − X2 = 0,
P(λ)を P(λ) ≡ λ2−X3λ−X2と定義すれば P(0) = −X2 > 0であり、以下の計算から P(1) < 0
であることも示すことができる。































































(1 − η(z∗)) + 1
θ
]
















(1 − α)(1 − η(z∗))(Φ∗ − γ−1/θ)を使用し
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固有方程式は、固有値を λと置けば
λ2 − X3λ − X2 = 0,
P(λ)を P(λ) ≡ λ2−X3λ−X2と定義すれば P(0) = −X2 > 0であり、以下の計算から P(1) < 0
であることも示すことができる。































































(1 − η(z∗)) + 1
θ
]
















(1 − α)(1 − η(z∗))(Φ∗ − γ−1/θ)を使用し
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female labor force participation? Macro-level evidence”, IZA Journal of Labor Policy, 11(1).
20
固有方程式は、固有値を λと置けば
λ2 − X3λ − X2 = 0,
P(λ) P(λ) ≡ λ2−X3λ−X2と定義すれば P(0) = −X2 > 0であり、以下の計算から P(1) < 0
であることも示すことができる。































































(1 − η(z∗)) + 1
θ
]
















(1 − α)(1 − η(z∗))(Φ∗ − γ−1/θ)を使用し
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female labor force participation? Macro-level evidence”, IZA Journal of Labor Policy, 11(1).
20
固有方程式は、固有値を λと置けば
λ2 − X3λ − X2 = 0,
P(λ) P(λ) ≡ λ2−X3λ−X2 定義すれば P(0) = −X2 > 0であり、以下の計算から P(1) < 0
であることも示すことができる。
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(1 − η(z∗)) + 1
θ
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(1 − α)(1 − η(z∗))(Φ∗ − γ−1/θ)を使用し










[2] Ando, M., Furuichi, M., and Kaneko, Y., (2021) “Does universal ong-term care insurance bo st
female labor force participation? Macro-level evidence”, IZA Journal of Labor Policy, 1 (1).
20
固有方程式は、固有値を λと置けば
λ2 − X3λ 2 = 0,
P(λ)を P(λ) ≡ 2−X3λ 2と定義すれ P(0) = −X2 > 0 あり、以下の計算から P(1) < 0
であることも示すことができる。






























































(1 − η z∗)) + 1
θ
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(1 − α)(1 − η z∗))(Φ∗ − γ−1/θ)を使用し
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λ2 − X3λ − X2 = 0,
P(λ)を P(λ) ≡ λ2−X3λ−X2と定義すれば P(0) = −X2 > 0 り、以下の計算か P(1) < 0
であることも示すことができる。































































(1 − η(z∗)) + 1
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]
















(1 − α)(1 − η(z∗))(Φ∗ − γ−1/θ)を使用し
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図 2: ktと ztの位相図
(8)式より







































ここで Ψ(z∗) ≡ (1 − η(z∗))/η′(z∗)であり X1 ≡ [(1 − τ)w(z∗)]1−1/θη′(z∗)z∗(< 0)である。kt の動
学方程式である (9)式は単に kt+1 = ztであり、線形近似により















図 2 :     と     の位相図
3.2 移行過程と安定性
本節では定常状態の安定性について確認し、3.1節で行った定常状態での分析










(1 − η(R(kt+2)))[(1 − τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1− /θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
1 − η(R(zt+1)) =
(1 + n)zt
(1 − τ)η(R(zt))w(kt)[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ
×
[







kt+1 = zt. (9)
このシステムは kt と zt に関する連立差分方程式体系であり、(8)式と (9)式からそ
れぞれ ∆k = 0線と ∆z = 0線を以下のように導出できる。




(1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
]
= (1 − η(R(zt)))[(1 − τ)w(zt)]1−1/θ + γ−1/θ.
(11)
動学システム (8)式と (9)式より、次の命題が成立する。
命題 3 初期の資本労働比率 k0 所与の下で、唯一の定常状態 (k∗, z∗)が存在しサド
ル安定である。




















(1 − η(R(kt+2)))[(1 τ)w(kt+1)]1−1/θ + γ−1/θ
(1 − η(R(kt+1)))[(1 − τ)w(kt)]1−1/θ + γ−1/θ
.
(7)
移行過程と定常状態の安定性をチェックするため、zt ≡ kt+1となるような変数 ztを
定義する。この時、この経済の動学システムは次の 2本の式に集約される。
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ここで 5番目の不等式の導出の際に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　    を使用した。　　　　  かつ　　　　  なので，固有値の一つは    より小さ
く，もう一つは    より大きいことが分かる。よって定常点は鞍点であり，    が
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